
（討議用参考資料） 

経営形態  
 

出資比率 

政 府→親会社 

親会社→子会社 

業務内容 

利用限度額 

販売商品 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
▼ 3 社体制でいいか。 

 ▼ 出資比率はどのぐらいか。 
 
 
▼ 民業か官業か。 

ユニバーサルサービス 

コスト負担 

誰が負担するのか 

どうやって捻出するのか 

 
 
▼ 自由を求めるか、規制の

下にあるべきか。 
 
 
▼ 経営目的は何か。 

 ▼ 経営目的と整合的か。 
 
 
▼ 時間軸はどのぐらいか。 

 ▼ その他。 



組織の位置づけ
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（あるべき姿を模索することが必要）
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